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はじめに 

2015 年に採択されたパリ協定（注 1）を契

機に、国内外で気候変動は喫緊の課題とな

った。私たちの生活に如実に変化をもたら

す危機であるとの認識がその背景にある。

ビジネスの世界で、脱炭素戦略を事業活動

の中心に置く企業が注目されている。同年

に開催された第 21 回国連気候変動枠組条

約締結国会議（COP21）では、気温上昇

を 1.5℃に抑制するために、2050 年までに

温室効果ガス排出を実質ゼロにする目標が

採択された。（注 2）こうした国際的な目標が

打ちだされ、気候変動に関する関心は機関

投資家（注 3）をはじめとした株主にまで及

んだ。日本でも、年金積立金管理運用独立

行政法人(GPIF)（ 注 ４ ）が、責任投資原則

(PRI 原則)（注 5）に署名したことが契機とな

り、株主は、環境や社会や企業統治に関す

る非財務情報に基づく ESG（Environment 

Social Governance）投資に注目するように

なった。その中でも、環境の観点で株主が

注目する企業の取組が RE100（Renewable 

Energy 100%）である。RE100 とは、事業

活動で使用する電力を 100％再生可能エネ

ルギーに変える拘束力のある宣言を企業が

行う国際的なイニシアチブである。本稿で

は、日本の企業の中で、RE100 に加盟する

企業と加盟しない企業を分ける要因につい

て検討する。 

 あらかじめ本研究の結論を述べれば、

RE100 加盟企業と非加盟企業を分ける要因

は、企業が事業活動で主に使用するエネル

ギーが電気か否かである。「電気を相対的

に多く利用する企業は RE100に加盟し、電

気以外のエネルギーを相対的に多く利用す

る企業は、RE100 に加盟しない」という結

論が得られた。そのため、私たちは RE100

に加えて電気以外のエネルギーをより多く

消費する企業が参加できる国際的なイニシ



アチブの必要性を提言する。 

 本稿の構成は以下の通りである。1 では

RE100 と日本企業の現状について述べ、2

では、RE100 加盟企業と非加盟企業を分け

る要因について、追加性（詳細は後述）と

の関連に言及しつつ、述べる。3 では 2 の

考察から導かれた新たな仮説の設定と検証

と考察を行い、上記の結論を導く。 

 

1 日本における RE100 の現状 

RE100 はイギリスを拠点に活動する国際

NGO である The Climate Group が、CDP

（Carbon Disclosure Project）との協力の

下で主催するイニシティブであり、全世界

で、約 300 社が加盟している。海外の代表

的な加盟企業は、アップル、グーグル、ア

マゾン、ネスレやテスラなどである。日本

は 62 社（2021 年 10 月時点）加盟してお

り、世界でもアメリカに次ぐ二番目に加盟

数の多い国である。加盟している主な企業

は、リコーをはじめ、積水ハウス、ソニー、

三菱地所や日清食品などである。 

日本の加盟企業の再生可能エネルギーの

調達方法は主に三つである。一つ目は、再

生可能エネルギー由来の電力メニューの購

入である。新電力会社が再エネメニューを

提供し、企業が購入して再生可能エネルギ

ーを確保している。二つ目としては、自ら

の敷地に再生可能エネルギー発電設備を建

て、自家消費するオンサイトコーポレート

PPA（Power Purchase Agreement）である。

加えて、自らの敷地外に建てられた再生可

能エネルギー発電設備と（小売会社を挟ま

ず）直接契約を行って、再生可能エネルギ

ー由来の電力を得る方法であるオフサイト

コーポレート PPA がある。直接契約を結

ぶことで需要と供給が安定すると言うメリ

ットから、オフサイトコーポレート PPA

を選択する場合も多い。 

三つ目は、再エネ電力証書を購入する

方法である。再生可能エネルギー由来の電

力の環境価値の部分が分離されたものを購

入し、再生可能エネルギー由来ではない電

力分に環境価値を補填する形で、再生可能

エネルギー由来の電力を使用したとみなす

ことができる。この証書には、非化石証書
（注 6）、グリーン証書（注 7）などがあり、さら

に今日ではトラッキング付き証書と呼ばれ

る発電場所が示されている証書も存在する。 

日本では、工場、倉庫、店舗などの敷地

や建物を多く所有する企業は、屋上に太陽

光パネルを設置し発電を行っており、足り

ない分は証書を買うことで賄っている。 

また、事業活動が建設業である場合、建

設後の建物での顧客の活動が主な電力消費

の場となる。そのため、建設業では ZEB

（Net Zero Energy Building）や ZEH（Net 

Zero Energy House）を建設することで、

建物自体での再生可能エネルギーの調達を

目指している企業も多い。 

しかし、日本は世界に比べて再生可能エ

ネルギー由来の電力調達が難しい。RE100

の『Annual Report2020』の指摘によれば、

日本が世界に比べ相対的に再生可能エネル

ギーの供給量が限られており、コストが高

く、再生可能エネルギーの消費が進んでい

ないとされている。海外と比べて相対的に

再生可能エネルギーの供給量が限られてい

る中で、日本企業の RE100 をはじめとした

脱炭素戦略に関する取り組みの内実を明ら

かにし、国内外に示していく必要がある。 

 



2 仮説の設定と検証 

 

2-1 日本における RE100 加盟企業と非加 

盟企業を分ける要因に関する仮説の設定 

 

私たちは、日本における RE100加盟企業

と非加盟企業を分ける要因について検討す

るために以下の仮説を立てた。 

 

仮説：日本において RE100 に加盟する企業

と非加盟の企業を分けるのは電力調

達の際に追加性を認識しているか否

かである 

追加性の定義は企業によって異なる。そ

のため本稿では追加性を「再生可能エネル

ギー発電設備の導入によって二酸化炭素の

削減量が実質的に増大すること」と定義す

る。そのため、追加性がある電力調達を

「新設の再生可能エネルギー発電所で発電

された電力」の利用と定義する。 

 

2-2 仮説の根拠 

 

再生可能エネルギー由来の電力調達は、

追加性がある電力調達と追加性がない電力

調達に分けられる。例えば、すでに建設さ

れ⾧年にわたり発電している水力発電所か

ら作られた電気には追加性がない。一方で、

新規に設置した太陽光パネルや風力発電施

設で発電した電気には追加性がある。 

日本においては、2012 年に固定価格買

取制度（注 8）が導入されてから、太陽光発

電が主な再生可能エネルギー発電の導入手

段となっている。導入する主体を企業に絞

った場合においても、工場の屋根や店舗の

屋上に太陽光パネルを設置する動きが加速

した。この動きは RE100に加盟しているか

否かに関わらず、太陽光パネルを設置でき

る土地を持っている企業全体に見られる。

太陽光パネルの新規設置は追加性がある電

力の調達である。つまり、RE100 加盟企業

と非加盟企業は、共に追加性がある電力調

達は可能であり、電力調達における追加性

の有無自体は、加盟企業と非加盟企業を分

ける要因ではない。 

とはいえ、追加性がある電力調達を行な

っていても、追加性があることを認識しな

いまま調達を行なっている可能性が考えら

れる。そのため、追加性がある電力調達を

している企業は、追加性を認識して調達す

る企業と認識しないまま調達する企業に分

けられる。 

このことから追加性の有無に代わって加

盟企業と非加盟企業を分ける要因と考えら

れるのが、追加性の認識の有無である。 

 

2-3 仮説の検証方法 

 

2-3-1 調査対象とする業界と企業の選定 

 

まず、私たちは調査対象とする業界を、

『会社四季報』の業界分類をもとに食料品

業界・建設業界・不動産業界・電気機器業

界・小売業界の 5 つの業界とした。2021 年

5 月時点で RE100 に加盟している企業が 4

社以上あったことを選出理由とした。次に、

業界ごとに 2020 年度の売上高が大きい上

位 4 社の加盟企業を選出した。さらに

RE100 への加盟は大企業に限られることか

ら、業界ごとに同年度の売上高が大きい上

位 4 社の非加盟企業を選出した。5 業界ご

とに加盟企業と非加盟企業で 4 社ずつ計 8



社を選出したため、計 40 社が調査対象企

業となった。 

以下では業界ごとに、加盟企業の 4 社を

A、B、C、D とし非加盟企業の 4 社を E、

F、G、H とした。（注 9）ある特定の企業を記

述する際には、「業界名○社」とし、○に

A から H の文字を入れて表記する。例えば、

建設業界の非加盟企業を記述する際には、

「建設 H 社」とする。 

 

2-3-2 調査方法 

 

調査対象企業の「環境報告書」、「統合報

告書」、HP を参照し、再生可能エネルギー

由来の電力の調達方法と電力調達の質であ

る、追加性の有無やその認識の有無を精査

した。次に、2021 年 8 月下旬から 9 月上旬

にかけて質問状での調査を実施した。質問

状の送付対象企業は、「環境報告書」など

の調査を踏まえ、追加性の認識について調

査が必要な対象企業 38 社中、問い合わせ

フォーム利用による質問状への調査協力の

承諾を得た 8 社である。質問状を作成する

際に、2021 年 7 月 21 日に「公益財団法人 

自然エネルギー財団」に質問状の内容を送

り、質問内容の妥当性について助言をいた

だいた。質問状調査に加えて、建設 H 社と

はオンラインで質疑応答をし、さらに詳し

く企業の RE100への考え方を聞き取った。

なお、日本における RE100 と再生可能エネ

ルギー導入の現状に関する情報は、その他

の文献やウェブサイトを参考にした。 

質問状では、以下の６つの質問項目を作

成した。次に全ての質問状送付企業に以下

の質問項目①から質問項目④の項目を質問

した。加えて、加盟企業には質問項目⑤を、

非加盟企業には質問項目⑥を質問した。 

①再生可能エネルギー由来の電力調達に 

ついて、購入の可否に判断基準を設けて 

いるか（共通） 

②判断基準を設けている場合、その基準を 

必須の条件にしているか（共通） 

③判断基準の具体的な内容(追加性)はどの 

ようなものか（共通） 

④なぜその電力調達の方法を採用したのか 

（共通） 

⑤RE100 に加盟して得られたメリットは 

何か(加盟企業用) 

⑥RE100 に加盟しない理由は何か 

(非加盟企業用) 

 

2-4 仮説の検証 

 

2-4-1 公開情報による検証結果 

 

初めに、調査対象企業が追加性を認識し

ているか否かを「環境報告書」、「統合報告

書」、HP に記載の公開情報を参考にして調

査した。その結果、加盟企業の電気機器 A

社と、同じく加盟企業の電気機器 D 社が、

電力調達の際に追加性を認識していること

が分かった。 

電気機器 A 社は電力調達の際に独自の判

断基準を設けており、追加性の有無や地域

との関連性などを総合的に確認した上でそ

れらを点数化し、高得点の調達方法を採用

していく見通しについて公表している。こ

の点数化する段階において、運転開始から

間もない再生可能エネルギー発電設備から

の調達を高得点としている。このことから、

追加性を明確に認識していることが分かっ

た。 



同じく RE100 加盟企業である電気機器 D

社は、自社の HP 上で再生可能エネルギー

由来の電力調達の際の条件を公表している。

電力調達の際の推奨条件として比較的新規

の発電設備からの調達を優先し、再生可能

エネルギー電力の供給拡大に貢献できるこ

とを挙げている。このことから電気機器 A

社と同様、電気機器 D 社も追加性を明確に

認識していることが分かった。 

 

2-4-2 質問状への回答の結果 

 

次に公開情報では追加性の認識の有無が

確認できなかった調査対象企業に、さらに

詳細を調査するために質問状を送った。そ

の結果、食料品業界の 1 社、小売業界の 1

社、電気機器業界の１社、不動産業界の２

社、建設業界の２社から文面での回答を得

た。また、建設業界の 1 社とは質問状の送

付後に、質問状の内容についてオンライン

上で質疑応答をし、回答を得た。最終的に

合計８社から回答を得た。 

質問項目①と質問項目②は、再生可能エ

ネルギー由来の電力調達の際の判断基準に

関する質問である。加盟企業の食料品 B 社、

建設 D 社、小売 A 社、不動産 A 社の 4 社

と、非加盟企業の建設 H 社、電気機器 F 社

から判断基準に関する回答を得た。 

加盟企業の食料品 B 社と小売 A 社から

は、「RE100 が規定した電力調達の方法に

適合した電力調達を行うこと」が判断基準

であるという回答を得た。また、加盟企業

の建設 D 社、不動産 A 社からは、「自社や

自社グループの再生可能エネルギー発電所

で発電された電力およびその環境価値を保

有している電力であること」が判断基準で

あるとの回答を得た。これらの回答から、

RE100 加盟企業が追加性を認識して調達し

ていることが再確認できた。 

一方で、非加盟企業である 2 社は、電力

の価格や目標達成に必要であるか否かが判

断基準として挙げられ、追加性を認識して

いるか否かは判断できなかった。 

質問項目③は、追加性を判断基準として

いる場合、追加性をどのように定義してい

るのかに関しての質問である。加盟企業で

ある食料品 B 社と非加盟企業である建設 H

社から、追加性について適切な定義をふま

えていることが分かった。 

加盟企業である食料品 B 社は、追加性の

ある電力の自社の敷地内での調達において

は「新たに建設した再生可能エネルギー発

電所で発電された電力」と定義している。

一方、自社の敷地外から調達する電力の追

加性の定義は、まだ検討中であるとの回答

を得た。非加盟企業である建設 H 社から得

た回答は、「電力の需要側としてまず行う

ことは、再生可能エネルギーの消費量を上

げることであり、今は追加性を求める段階

ではない」というものであった。 

回答を得た以上の 2 社の間でも、追加性

に対する考え方が大きく異なる。また、加

盟企業でも追加性に関する定義が定まって

いない部分がある。これらのことから、追

加性の定義や考え方が、企業においてまだ

確立していないことが分かった。 

質問項目④は、それぞれの企業がその電

力の調達方法を採用した理由に関する質問

である。加盟企業の食料品 B 社、建設 D 社、

不動産 A 社の 3 社と、非加盟企業の建設 G

社、電気機器 F 社から回答を得た。 

加盟企業の食料品 A 社は、自社の敷地を



利用した発電設備の設置の採用理由として

「世の中の再生可能エネルギーの供給量の

増やすことができる」ことを挙げている。

このことから、食料品 A 社が追加性を認識

していることが分かった。一方、この質問

の回答では、加盟企業、非加盟企業ともに

自社発電事業を採用する動きが見られ、自

社の敷地を利用し再生可能エネルギーを調

達できることが採用理由として多く挙げら

れた。このことから、加盟企業、非加盟企

業ともに追加性がある電力調達を行ってい

ることは再確認できた。しかし、それが追

加性の認識がある上での選択かは判断でき

ず、回答から仮説を検証することはできな

かった。 

質問項目⑤は、RE100 加盟企業に対する、

加盟したメリットに関する質問である。こ

の質問では、加盟企業の食料品 B 社、建設

D 社、不動産 A 社から回答を得た。 

食料品 B 社と建設 D 社は、メリットとし

て技術のシーズ発掘を挙げている。また、

不動産 A 社は、企業全体の環境への取り組

みを推進することがメリットであるとの回

答を得た。 

質問項目⑥は、RE100 非加盟企業に対し

ての非加盟の理由に関する質問である。こ

の質問では、非加盟企業の電気機器 F 社、

建設 G 社、建設 H 社から回答を得た。電

気機器 F 社から得た回答は、「加盟しない

のではなく、ロードマップ作成中であり加

盟に向けて準備をしている段階であり、準

備ができ次第加盟する」というものであっ

た。また、建設 G 社は、「すでに作成済み

の⾧期環境ビジョンによって加盟せずとも

十分な脱炭素戦略を示すことができている

こと」を加盟しない理由に挙げた。そして、

建設 H 社は、「総 CO₂排出量に占める電力

由来の CO₂排出量が燃料由来の排出量と比

べて相対的に低いため、RE100 加盟は脱炭

素戦略として優先度が低い」との回答を得

た。排出量が燃料由来の排出量に比べて少

ないため、RE100 加盟は脱炭素戦略として

優先度が低い」と回答した。 

 

2-5 検証結果の考察 

 

私たちは、「環境報告書」、「統合報告書」、

HP、質問状の回答を精査し、企業が電力

調達の際に追加性を認識しているか否かに

ついて検討した。 

加盟企業に関しては、食料品業界の 1 社

と電気機器業界の 2 社で追加性を認識して

いることが確認できた。一方、非加盟企業

に関しては、質問状の回答から追加性を認

識しているか否かについて明確にすること

はできなかった。そのため、追加性を認識

しているか否かが RE100の加盟企業と非加

盟企業を分ける要因であるという仮説は支

持されなかった。 

しかし今回質問状の回答として最も注視

すべきは、非加盟企業の建設 H 社から、加

盟しない理由として「電力由来の CO₂排出

量を抑えることは優先度が低い」ことを挙

げたことである。私たちは、RE100 に加盟

し再生可能エネルギーのより質の良い調達

方法を採用している企業こそが、より良い

脱炭素戦略をとっている企業であると考え

ていた。そのため、RE100 に加盟している

企業こそがより良い脱炭素戦略をとってい

る企業と考えていた。しかし建設 H 社の

RE100 へ加盟しない理由から、脱炭素戦略

としては RE100への加盟の優先度が低い企



業があることが明らかになった。脱炭素戦

略における RE100 への加盟の優先度が、総

CO₂排出量における電力由来の排出量の割

合の大小によって、企業ごとに異なるので

ある。私たちはこのことについて、十分に

自覚的ではなかった。 

そのため、私たちは新たに「総 CO₂排

出量における電力由来の排出量の割合の大

小」が RE100 の加盟企業と非加盟企業を分

ける要因であろうという仮説を立て、再び

検証する。 

 

3 検証結果の考察から導かれる新たな 

仮説の設定と検証 

 

3-1 新たな仮説の設定 

 

質問状の回答から明らかになったことは、

電気由来の CO₂排出量の削減よりも電気以

外に由来する CO₂排出量の削減を優先する

企業が存在することだ。当初私たちは、総

CO₂排出量に占める電力由来の排出割合の

大小に関わらず、企業は電力由来の排出量

の削減に積極的に取り組むと考えてきた。

しかし建設 H 社の回答は、企業が CO₂排

出削減の効果が大きいエネルギーを優先し

て CO₂排出削減に取り組むことを示唆して

いる。そこで、私たちは新たに以下の仮説

を設けた。 

 

仮説：脱炭素に取り組む企業を RE100加盟

企業と非加盟企業に分ける要因は、

総 CO₂排出量に占める電力由来の排

出割合の大小である 

 

3-2 新たな仮説の検証方法 

 

「環境報告書」や「有価証券報告書」、

HP などのインターネット上に公開された

既存データを用いて、質問状を送付した企

業全 40 社の総 CO₂排出量に占める電力由

来の排出割合を業界別に比較した。同時に、

総 CO₂排出量に占める電力由来の排出割合

が小さい企業が、CO₂排出削減にほとんど

取り組んでいない可能性を否定する必要が

ある。そこで、CO₂排出原単位(t/百万円)

を比較することで、総 CO₂排出量に占める

電力由来の排出割合が小さい企業が戦略的

に加盟していないことを示す。なお、ここ

では総 CO₂排出量の定義を、scope1(事業

者自らによる温室効果ガスの直接排出量)

と scope2(他社から供給された電気・熱・

蒸気の使用に伴う間接排出量)の合計とす

る。（注 10） 

加盟の有無と総 CO₂排出量に占める電力

由来の排出割合、加盟の有無と CO₂排出原

単位(t/百万円)のそれぞれの関係を説明す

る散布図の作成手順は以下の通りである。 

 

手順 1：各社の 2020 年度における scope2

排出量を scope1 排出量と scope2

排出量の合計で除して、総 CO₂排

出量に占める電力由来の排出割合

(%)の概算値を求める(横軸) 

 

手順 2：各社の 2020 年度における scope1

排出量と scope2 排出量の合計を売

上高で除することで百万円あたり

の CO₂排出量を算出する(縦軸) 

 

手順 3：加盟企業と非加盟企業のマーカー

に白と黒で区別をつける 



 

3-3 仮説の検証 

 

対象企業 40 社のうち、2020 年度におけ

る scope1、scope2、売上高のすべてが判明

した 35 社について、業界ごとの検証結果

を図 1～5 に示した。 

まず、特筆すべき点のある図 1,2 につい

て述べる。建設業界において、加盟企業は

非加盟企業よりも総 CO₂排出量に占める電

力由来の排出割合（横軸）が大きいことが

分かった。言い換えれば、非加盟企業は総

CO₂排出量に占める電力由来の排出割合

（横軸）が小さい。また、CO₂排出原単位

(縦軸)の大小について、加盟企業と非加盟

企業とで明確な差異が現れなかった。 

電気機器業界では、総 CO₂排出量に占め

る電力由来の排出割合（横軸）の大小につ

いて、加盟企業と非加盟企業とで明確な差

異が現れなかった。しかし、加盟企業は非

加盟企業よりも電力由来の CO₂排出原単位

(縦軸)が小さいことが分かった。 

図 1：建設業界における散布図 

 
 

図 2：電気機器業界における散布図 

 
 

図 3：食料品業界における散布図 

 
図 4：不動産業界における散布図 

 
図 5：建設業界における散布図 

 



 

食料品・小売・不動産の 3 業界では、加

盟企業と非加盟企業を分ける要因は発見で

きなかったが、不動産・小売の 2 業界は、

総 CO₂排出量に占める電力由来の排出割合

（横軸）が全体的に大きいことが分かった。

また、食料品業界は建設業界に次いで総

CO₂排出量に占める電力由来の排出割合

（横軸）が小さいことが分かった。 

 

3-4 検証結果の考察 

はじめに、総 CO₂排出量に占める電力由

来の排出割合(横軸)の値が全体として小さ

い傾向にある建設業界において、非加盟企

業は横軸の値が特に小さい。CO₂排出原単

位(縦軸)の大小については加盟企業と遜色

ないことから、企業は総 CO₂排出量に占め

る電力由来の排出割合が 35%を下回ったあ

たりから電力以外に由来する排出削減を優

先し、その努力を評価できない RE100 には

加盟しないと考えられる。 

また、電気機器業界の結果から、総 CO₂

排出量に占める電力由来の排出割合(横軸)

が 35%を上回る企業のなかでも、既にある

程度の CO₂削減を達成し、技術やノウハウ

を十分に蓄積した企業が加盟することが考

えられる。 

しかし、食料品・小売・不動産の 3 業界

では同様の結果が得られなかった。食料品

業界と小売業界においては、業態の異なる

企業を一括りにしていることが原因にあげ

られる。 

 

総括 

 

 本研究の目的は、「日本における RE100

加盟企業と非加盟企業を分ける要因」を検

討することであった。以上より、「電気を

相対的に多く利用する企業は RE100に加盟

し、電気以外のエネルギーを相対的に多く

利用する企業は、RE100 に加盟しない」と

いう結論が得られた。 

 2 で検証した「日本において RE100 に加

盟する企業と加盟しない企業を分ける要因

は、電力調達の際に追加性を認識している

か否かである」という仮説は検証されなか

った。質問状の回答数が十分に得られなっ

たことや企業が事業活動でどのような資源

を主に消費しているかを私たちが十分に認

識していなかったことが原因である。 

また、建設 H 社との質疑応答によって「企

業が主に扱うエネルギー資源によって、

RE100 に対する重要度が異なる」という予

測していなかった回答が得られた。つまり、

事業を行う上で CO₂を排出する場所や要因

が異なることで、CO₂削減における取り組

みの優先度が変わるということである。例

えば、RE100 に加盟していない業界では、

自動車業界や鉄鋼業界やセメント業界など

主に海外での製造を行っている業界や生産

にあたって化石燃料を使用しなければなら

ない業界の加盟はいまだに見られない。本

研究は RE100 に着目したため、scope1 や

scope2 の排出量の大小に注視した。しかし、

自動車業界をはじめとして製造業は scope3

（生産における原料調達、製造、物流、販

売、消費者の利用）の消費者による CO₂排

出が圧倒的に大きい。scope3 の排出量を含

めた企業の脱炭素戦略について検討する必

要があり、私たちは企業が事業活動全般で

消費するエネルギーを調査し、分類したう

えで、さらに研究を進めるつもりである。 



私たちは RE100に加えて主に電気以外の

エネルギーをより多く消費する企業が参加

できる国際的なイニシアチブの必要性を提

言する。脱炭素が進んでいるとされる欧米

の企業に対して相対的に日本企業は遅れて

いるとの評価がある。この新たなイニシア

チブへの各国の参加企業から得られる脱炭

素の進捗状況を把握したい。果たして、そ

の分析からも、こうした遅れが指摘できる

か否かについて検討することが、次なる私

たちの課題となると思う。 

 最後に、本研究に協力してくださったす

べての方々に感謝の意を表してこの論文を

結ぶ。 

 

【注釈】 

1. 2020 年以降の地球温暖化対策の国際

的な枠組みである。世界の平均気温上

昇を産業革命前と比較して、2℃より

十分低く抑え、1.5℃に抑える努力を

追求することを目的としている。 

2. 2021 年 11 月に開催された国連気候変

動枠組み条約第 26 回締結国会議では、

「グラスゴー気候協定」が採択された。

本 協 定 で は 世 界 の 平 均 気 温 上 昇 を

1.5℃に抑える努力を追求すると明記

されたが、石炭火力発電を段階的に廃

止するという文言に対して、中国やイ

ンドの合意を得らなったため、1.5℃

目標を実現するにはまだ不十分である

との見解が強い 

3. 顧客から拠出された資金を運用・管理

する法人投資家の総称。その例として、

「年金基金」「生命保険会社」「損害保

険会社」「投資信託銀行」などがあげ

られる。 

4. Government Pension Investment Fund

の略。日本の年金積立金管理運用独立

行政法人のことである。預託された公

的年金積立金の管理・運用を行う。 

5. Principles for Responsible Investment

の略。国際連合が 2005 年に公表し、

加盟する機関投資家などが投資ポート

フォリオの基本課題への取り組みにつ

いて署名した一連の投資原則のこと。 

6. 石炭や石油や天然ガスなどの化石燃料

を使用せずに発電する電源から発電さ

れた電力であることを証明するもの。

CO₂を排出しない電源としての価値を

証明する。例として再生可能エネルギ

ーや原子力があげられる。 

7. 非化石証書と同様に再生可能エネルギ

ーから発電された電力であることを証

明するもの。非化石証書は小売り電気

事業者が購入する証書であるのに対し、

グリーン電力証書は企業や自治体が直

接購入することができる点で異なる。 

8. FIT（Feed in Tariff）制度とも呼ばれ

る。再生可能エネルギーで発電された

電気を一定価格で電気事業者が買い取

ることを義務付けた制度。 

9. 本研究では企業の環境事業に関する情

報の守秘義務を守るため、特定の企業

名をあげて考察を行わなかった。 

10. GHG（Green House Gus）プロトコル

による CO₂排出量の算定基準に基づき、

各企業が「環境報告書」や HP で公表

している scope1 と scope2 の値を使用

した。scope1 は事業者自らによる温室

効果ガスの直接排出量を示している。

scope2 は他社から供給された電気・

熱・蒸気の使用に伴う間接排出量を示



している。scope3 は scope1 と scope2

を除く、サプライチェーンや消費者の

活動によって排出された温室効果ガス

の量を示す。本研究では RE100に着目

したため、scope3 の値については検討

しなかった。 
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